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意欲的な第三者につなごう
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　後継者がいないまま規模縮小やリタイヤして
いく農業者は毎年相当数にのぼりますが、その
中には規模・内容ともに優れた経営が少なくあ
りません。それらの経営が散逸してしまうこと
は、地域経済にとって大きな損失です。
　一方、農家の子弟ではないけれども、農業を
始めたいという人は年々増加傾向にあります
が、独立就農には一定の資金や経験、農地や住
居の確保といった課題があります。
　農業経営継承事業は、単に農地や機械・施設
だけでなく、作物の栽培や飼養管理の技術、経
営管理のノウハウ、販路、地域における役割
などを「経営資産」としてとらえ、これらを新

　全国新規就農相談センターの調査によると、新
規参入者（独立就農者）が就農 1年目に要した営
農費用（土地の取得費用を除く）は平均 658 万円
であるのに対し、自己資金は 332 万円で、326
万円の差額が生じています。また、就農 1年目の
生活資金は 227 万円となっています。営農資金

　後継者がいない農家は、一定年齢になると廃
業したり大幅に規模縮小し、農地の遊休化を招
いています。これは認定農業者などの中核的な
担い手も例外ではなく、販売農家の半数は後継
者がいないのが実情です。
　2013 年に全国新規就農相談センターが新規
就農者を対象に行った調査によると、経営継承

たな担い手へ引き継ぐために関係機関が一丸と
なって応援する仕組みです。
　個人・家族の大切な「財産」を、血のつなが
りのない第三者に移譲することについては、「な
かなか踏ん切りがつかない」という意見もあり
ます。しかし、継承する側だけでなく、移譲す
る側にとっても農業経営を生きた状態で引き渡
すことは、地域に大きな財産を残すことにつな
がります。本事業では、円滑な継承のために、
専門家による企画委員会を設けたり、経営資産
の継承方法を盛り込んだ経営継承合意書を活用
したりして、支援に取り組んでいます。

の不足分を補うため、青年等就農資金など、無
利子や低金利の農業関係制度資金が活用されて
いますが、経営が軌道に乗るまでは大変です。
　また、就農時に苦労したこととして、70％
が「農地の確保」を、64％が「資金の確保」を、
56％が「営農技術の習得」を、あげています。

を実施したのは 13％で、このうち「既存農家
の経営をそのまま継承した」が 4％、「既存農家
の経営自体は継承しないが、有形資産をまとめ
て継承した」が 9％でした。回答者に占める割
合は大きくはないものの、経営継承が新規参入
の方式の一つとして定着しつつあることが伺え
ます。

農地や機械・施設だけでなく経営ノウハウや
販路まで含めた「経営資産」を継承

新規就農者は農地・資金・技術の習得が課題

販売農家の半数は後継者がいない

●販売農家の同居後継者

●就農時に苦労したこと（複数回答）

（2010 年農林業センサス） （2013 年新規就農者の就農実態に関する調査結果）

（2013 年新規就農者の就農実態に関する調査結果）
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　農業経営継承事業への参加を希望する農業者、
新規就農希望者等を幅広く募集し、登録します。

（1）　 後継者になってほしい人の条件や、継承
したい経営作目、就農希望地など双方の希
望を勘案して顔合わせを行い、事前体験（1
～ 2 週間程度）をするかどうかを決めます。

（2）　 事前体験は、あらかじめ「事前体験参加
申請書」を提出し、継承希望者が移譲希望
者の農場で農作業や加工作業、販売などを
実地で体験します。

　　　ここで農場の雰囲気をつかむとともに、

▶※ 1　事前に、移譲者と継承者の組み合わせができ
ているケースでも事業申込が可能。

双方がお互いの人柄や経営に対する考え方
などを確認します。

　　　事前体験の結果、移譲・継承への取り組
みで合意すれば、技術・経営継承実践研修
に進みます。

　　　なお、あらかじめ移譲者・継承者のマッ
チングができている場合には、事前体験を
省略することができます。

1　経営移譲希望者・継承希望者の募集

2　事前体験・マッチング

２ 農業経営継承事業の
仕組み

❶　技術や経営ノウハウを引き継ぐ技術・経営継承実践研修期間中、経営移譲者に対して年間最大
120万円（実践研修に対する助成金として月額最大9万7千円、指導者の研修費として年額最大
3万6千円）を最長2年間助成します。また、事前体験をする場合、1件当たり2万円を助成します。
❷　双方にメリットが生まれ、安心して移譲・継承できるように経営継承合意書を締結し、税理士な
ど専門家の助言を受けることもできます。
❸　市町村、農業委員会、普及指導センター、JAなどの関係機関によるコーディネートチームが地
域の担い手として支援し、継承のための法人化なども指導します。

●支援のポイント

経営継承合意書に基づき経営継承の開始（5年以内）

経営継承合意書の締結（双方が納得する条件で）

コーディネートチームの設置・支援

両者の合意（マッチング）後、
技術・経営継承実践研修（最長2年）

作目・地域などお互いの希望を勘案して組み合わせ
顔合わせ・事前体験（1～ 2週間程度）

経営移譲希望者の募集 経営継承希望者の募集
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❶　 後継者がおらず、今後 5 年以内に経営の一部ま
たは全部を中止する意向があること

❷　 農業経営を第三者に移譲する意志があること
❸　 継承希望者に対して、農業技術、経営ノウハウ

の習得のための指導を適切に行い、後継者として
育成する意志と能力を備えていること

❹　 継承希望者に対して、資産（負債を含む）の状
況を含めた経営状況を積極的に開示する意志があ
ること

❺　 継承後の経営が順調に営まれるように必要な助
言を行い、販売先や屋号、信用といった無形資産
の継承を行う意志があること

❻　 過去における雇用および研修に関して、法令違
反等のトラブルがないこと（是正後 1 年以上経過
している場合は除く）

❼　 継承する経営内容が、継承者が生活できる程度
の規模であること（目安：年間農業所得 300 万円
程度）

❶　 現在、自ら農業経営を行っていない原則 45 歳
未満の者であること（農業経営体の従業員、研修
生は可）

❷　 本事業と関わる以前に、移譲希望農家（農業法人）
の正社員または役員でないこと

❸　 経営者としての就農に意欲を持ち、経営移譲を
希望する農業経営を継承し、営農する地域におい
て意欲ある農業者となることを志向していること

❹　 法人でないこと
❺　 本事業の研修期間と重複して青年就農給付金の

準備型の給付を受けて研修していないこと

経営移譲希望者の要件 経営継承希望者の要件

 ●事業の対象者

事業の流れ
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融資限度額 利　　　　　率
融　資　対　象 返済期間 連絡先

青年等就農資金 ※ 1 3,700 万円
無利子
施設・農機具資金、
長期運転資金

12 年以内
うち据置期間 5 年
以内

日本政策金融公庫
農林水産事業情報企画部

（事業資金相談ダイヤル）
TEL：0120-154-505
沖縄振興開発金融公庫
TEL：098-941-1840

農業近代化資金
（認定新規就農者の場合）

個人：1,800 万円
　　　（知事特認2億円）
法人・団体：2 億円
※融資率：80% 以内

1.0% ※ 2
施設・農機具資金、
長期運転資金

原則 17 年以内
うち据置期間 5 年
以内

農林水産省
経営局 金融調整課
TEL：03-6744-2165
もしくは各都道府県の担当部局

経営体育成強化資金
（認定新規就農者の場合）

個人：1億 5,000 万円
法人：5 億円
※融資率：80% 以内
※青年等就農計画に従って

行う農地等の取得は 500
万円まで融資率 100%

1.0% ※ 2
農地等取得資金、
施設・農機具資金、
長期運転資金

25 年以内
うち据置期間 3 年
以内
※青年等就農計画に

従って行う農地等の
取得は 5 年以内

※果樹は 10 年以内

日本政策金融公庫
農林水産事業情報企画部

（事業資金相談ダイヤル）
TEL：0120-154-505
沖縄振興開発金融公庫
TEL：098-941-1840農業経営基盤強化資金

〈スーパーＬ資金〉
（認定農業者の場合）

個人：3 億円
　　　（特認 6 億円）
法人：10 億円
　　　（特認 20 億円）

貸付期間に応じ
0.40 ～ 1.0% ※ 3
農地等取得資金、
施設・農機具資金、
長期運転資金

25 年以内
うち据置期間10 年
以内

農業経営改善促進資金
〈スーパーＳ資金〉
（認定農業者の場合）

極度額

一般経営：500 万円
畜 産 経 営 ま た は 施 設
園芸経営を含む経営：
2,000 万円

1.5% ※ 2
短期の運転資金 1 年以内

農林水産省
経営局 金融調整課
TEL：03-6744-2165
もしくは各都道府県の担当部局

※ 1 青年等就農資金は、実質無担保・無保証人制度による融資。農業経営基盤強化促進法に基づき、青年等就農計画の認定を受けた者が貸付対象。
　   青年等就農計画の対象者は、青年（原則 18 歳以上 45 歳未満）、知識・技能を有する者（65 歳未満）、これらの者が役員の過半を占める法人。
　   農業経営を開始してから 5 年以内の者を含み、認定農業者は除く。
※ 2 利率は、2014 年 4 月現在。 利率は、市場金利に応じて変動します。ご利用を検討される場合は最寄りの農協などで最新時点のものをお確

かめください。
※ 3 スーパーＬ資金の 2014 年度貸付については、人・農地プランの中心経営体として位置付けられた認定農業者の場合、貸付当初の 5 年間は、

実質無利子（融資枠：1,000 億円）。    

区　分 対象者 給付内容 主な給付要件

経営開始型 独立・
自営就農者

年間最大
150 万円

（最長 5 年間）

①農業経営基盤強化促進法に基づく認定新規就農者であること
②独立・自営就農時の年齢が、原則 45 歳未満であり、農業経営者となる

ことについての強い意欲を有していること 
③独立・自営就農であること
④青年等就農計画が独立・自営就農 5 年後には農業（関連事業も含む）で

生計が成り立つ実現可能な計画であること 
⑤市町村が作成する「人・農地プラン」に位置付けられていること（もし

くは位置付けられることが確実であること） 
⑥生活費を支給する国の他の事業と重複受給でないこと 
⑦原則として青年新規就農者ネットワーク（一農ネット）に加入すること

２

４

３

１
（3）　 事前体験を受け入れた経営移譲希望者に

は、体験費用の一部助成として体験 1 件に
つき 2 万円を助成します。体験が終了した
ら、「事前体験実施報告書兼助成金申請書」
の提出が必要です。

▶※ 2　事前体験は移譲希望者宅に宿泊しながら行う
ことを基本として、農場に通える範囲内であ
れば自宅などから通うことも可能。また、仕
事の関係などで連続して体験できない場合、
週末や休日等を複数回利用して体験すること
もできる。

▶※ 3　宿泊費、食費は受け入れ先の負担とし、自炊
の場合には材料の購入金を負担する。農場ま
での交通費は体験者が自己負担し、体験期間
中は無報酬とする。体験者は、体験期間中傷
害保険に加入するが、この手続きや費用は全
国農業会議所が負担する。

▶※ 4　体験日までに、作業に必要な服装や現地の気候
などをお互いに確認しておく。

（1）　 経営を移譲する農場で、最長 2 年間の技
術・経営継承実践研修を行います。移譲者
と継承者は、研修開始にあたり「経営継承
研修計画書」を作成し、地方機関（都道府県
農業会議等）が内容を確認したうえで提出
します。

（2）　 全国農業会議所は計画書等の内容を確認
し、研修費用の助成対象となるかどうかを
決定し、通知します。

（3）　 移譲者と継承者は、経営継承シンポジウ
ムに出席しなければなりません。シンポジ
ウムには、コーディネートチーム（8 ペー
ジ参照）のメンバーなど、関係者も出席す
ることができます。

（4）　 技術・経営継承実践研修の期間中、移譲
者に対して月額最高 9 万 7 千円を助成し

▶※ 5　休日、休憩時間などは受け入れ先の定めによ
るが、最低１週間に１日は休日を設ける必要
がある。きつく単調な作業ばかりにならない
ように配慮し、単なる労務提供者として扱う
ことのないようにする。

▶※ 6　事故が起きた場合は冷静に判断し、専門家の
治療が必要な場合は病院へ連れて行く。この
場合、傷害保険の申請に必要となるため、診
断書は必ずもらうこと。また、体験者は万一
に備え、健康保険証（コピーでも可）や運転免
許証（取得者のみ）を持参する。

▶※ 7　農作業以外でも、経営者や配偶者とのコミュ
ニケーションを積極的に図るようにする。地
域の会合やイベントへの参加なども、地域の
生活環境を知るきっかけとなる。

▶※ 8　体験者は、体験先で入手した経営情報や個人
情報を安易に口外しないこと（事前に誓約書
の提出がある）。

ます。助成対象となる費目は次の通りです。
　　①　教育研修助成金（移譲者等の指導料）
　　②　外部講師謝金
　　③　 旅費（移譲者・継承者のシンポジウムへ

の出席、販売先・金融機関等取引先の訪問、
経営継承に必要な外部研修への出席など）

　　④　労災保険料・雇用保険料

（5）　 同じく、技術・経営継承実践研修の期間
中、指導者が人材育成や労務管理などの知
識を習得するため、次の①～③について年
額最高 3 万 6 千円を助成します。

　　①　指導を受ける際の謝金
　　②　テキスト購入費
　　③　 研修に必要な交通・宿泊費、セミナー

受講料

（6）　  助成金の交付申請は 4 ヶ月ごとに行うこ
ととし、次の資料を地方機関（都道府県農

3　技術・経営継承実践研修

業会議等）に提出します。
　　①　助成金交付申請書
　　②　助成金交付申請書（内訳）
　　③　賃金台帳等

▶※ 9　移譲者が高齢、病気などにより研修指導が困
難な場合、地域の研修機関や農業法人等で研
修を補完することも可能。この場合、移譲者
を通じて、研修助成金の一部を当該研修施設
等に支払うことができる。ただし、研修指導

の全てもしくは大部分を関係機関や農業法人
等に委ねることはできない。

▶※10　都道府県や市町村、JA などが行っている各
種就農支援事業（研修助成、就農助成等）は
併用可能（ただし都道府県などの支援事業側
が制限を設けている場合があるので注意が必
要）。継承・独立の際に、認定就農者や認定
農業者になれば有利な融資制度など様々な支
援を受けることもできる。

２ 農業経営継承事業の
仕組み

●主な資金の種類と融資条件

●青年就農給付金（経営開始型）の給付内容と給付要件    
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３

４

１

２

３ 各地で生まれる
第三者への経営継承　移譲希望者と継承希望者は、研修期間が終了

するまでに「経営継承合意書」を締結して３部
作成し、全国農業会議所に提出するとともに、
双方が保管します。

（1）　 技術・経営継承実践研修の開始に先立ち、
継承者を地域の担い手として受け入れるた
め、該当地域の農業事情に詳しい農業委員
会、普及指導センター、JA、地方自治体
等によりコーディネートチームを組織して
もらいます。

（2）　 コーディネートチームは、次の活動を行
います。

　　①　コーディネートチーム会議の開催
　　　　（関係機関の協力確認等）
　　②　税理士等専門家の招請

4　継承合意書の締結と移譲・継承の具体的な手順

5　コーディネートチームの設置

２ 農業経営継承事業の
仕組み

（「共同経営後移譲方式」の参考例）

 個々の実情に応じた様々なパターン
　第三者間での経営継承は決して特殊なケース
ではなく、すでに多くの取り組み事例がありま
す。継承のパターンとしては、①個人と個人で
経営の全部門あるいは一部門を継承するやり
方、②継承にあたって法人化し、移譲者と継承
者（あるいはそれらの家族）が出資し、当面は
移譲者が代表権を持つものの、徐々に継承者に
経営権を移していくやり方―などです。
　経営資産の継承方法は、①農地や機械・施設
を無償で貸す方法、②農地は農業経営基盤強化
促進事業で貸し付け、機械・施設は譲渡するか
償還期間だけリースする方法、③法人化して資
産はその法人に貸し付ける方法―などです。
一気に大きな面積の農地を任せるのは無理があ
ることや、移譲者もしばらくの間は農業を続け
たいなどの理由から、地域から借りている農地
の利用権を、数年間で徐々に移譲していく方法
もあります。

 □法人設立により経営継承をスムーズに（北海道：酪農）　移譲者：Ｉさん、継承者：Ａさん

 □念入りな協議により意向の違いを解消（佐賀：水稲・ミカン）　移譲者：H さん、継承者：N さん

□就農支援資金を活用した一括譲渡で継承（鹿児島：サラダホウレンソウ）　移譲者：Ｕさん、継承者：Ｙさん

 お互いの信頼関係を大切に
　経営継承に取り組むにあたり、第三者に経営
を移譲することについて家族・親族の同意を得
ておくことがとても重要です。実際、後を継が
ないと言って都会で働いていた息子が帰ってき
たため、法人化までしていたのに経営継承が破
綻した例があります。
　また、移譲・継承の時期を明確にすることも
大切です。当面の若い労働力が確保できたこと
から、「将来は譲る」という口約束のまま、だ
らだらと時間が経過し、継承者が不信感を覚え
て破綻した例もあります。
　逆のケースもあります。栽培方法など移譲者
の経営手法へのこだわりを継承者が尊重せず、
独自のやり方を通したり、性急に他作物を導入
するなどしたため、移譲者が不満を覚えて関係
がぎくしゃくしてしまったというものです。
　第三者間での経営継承では、お互いの信頼と
円満な人間関係が正否を左右しますので、問題が
生じた場合は速やかに修復する必要があります。

 ●経営継承事例

牧場を運営していた Iさんは、2009
年に以前から酪農ヘルパーやアルバ
イトで牧場を訪れていたAさんへの
移譲を決意。

就農を志してサラリーマンを退職
したNさんは、米作りやお茶作り
について3年間研修を受ける。

サラダホウレンソウの水耕栽培を行っ
ていたＵさんと、農業大学校で研修を
積んだＹさんが県の農政普及課の紹介
で知り合う。

Aさんが9割、Ｉさん
が1割の出資金を負担
し牧場を株式会社化。

2012年にHさんと出
会い、経営継承のため
の研修を開始。

半年間の研修後、就農支援
資金（現在の青年等就農資
金）を利用した一括譲渡で
2010年に経営を継承。

3年間は Iさんが代表取締役を務めた後、2013年
にＡさんが代表取締役に就任。
Ｉさんは取締役として引き続き会社にとどまること
で信用を保持し、Ａさんは資金の確保に努めている。

2013年に水田・果樹園の経営を継承。当初は農地
や機械の売渡金額に意向の違いがあったものの、協
議を重ねることで解消に導いた。

現在はＹさんが経営主となり、順調に経営を行っ
ている。
農地、施設だけでなく技術や販路など無形資産の
継承が成功の要因となった。

農業経営継承についての合意書
　○○○○（以下「甲」という）と○○○○（以下「乙」という）は、甲が有する事業資産を、
以下により乙に継承する。

１　継承する資産の内容
（1）有形資産
　・農地（田　自己所有地○○ ha、借地○○ ha、畑　自己所有地○○ ha、借地○○ ha）
　・ハウス（鉄骨ガラスハウス○○㎡）　・畜舎（木造）　・倉庫（軽量鉄骨○○㎡）
　・機械（トラクター 50 馬力、田植機 5 条植え、コンバインなど）
　・果樹（ブドウの成園○○ ha、育成園○○ ha）
　・家畜（肥育の成牛○○頭、育成牛○○頭、酪農の搾乳牛○○頭、育成牛○○頭）

（2）無形資産
　・栽培技術（野菜のエコファーマー、収量○ kg/10a　など）・飼養技術（乳量○○ kg/ 年　など）
　・販売先（生協、スーパー、インターネットによる通販販売）など

２　継承の時期と方法
　平成○○年○○月○○日より平成○○年○○月○○日までの間は甲と乙による共同経営と
し、甲は乙に対し、月額○○円を給与として支払う。
　平成○○年○○月○○日より乙の経営を開始することとし、その時点で甲の経営資源を以下
のように取り扱う。

（1）有形資産
　ア　農地
　・甲の自己所有地は貸借とし、賃貸料は農業委員会が情報提供している実勢の借賃を参考に

定める。貸借期間は○年とする。借入地は地権者の同意を得て、乙名義の利用権を設定する。
　イ　施設
　・ハウスは○年（減価償却残存期間）のリースとし、リース料は年間○○円とする。
　・倉庫は○年のリースとし、リース料は○○年とする。リース終了後は、乙に無償譲渡する。
　ウ　機械
　・大型機械（トラクター、…）は○年間リース（リース料年○円）とし、リース期間終了後

は無償で譲渡する。小道具等その他の資材は一括して○○円で譲渡する。
　・甲が開拓した生産物の販売先は、乙が引き継ぐ。
　エ　家畜
　・成牛（搾乳牛）は減価償却残存期間の薄価で、育成牛は○○円で譲渡する。

（2）無形資産
　・甲は経営移譲後も○年間、技術・経営管理・販売管理を指導することとし、乙は甲に対し、

指導料を含め、給与として月額○○円を支給する。
・従業員は引き続き乙が雇用する。

３　以上の支払は、毎年○月末日までに行う。

４　解約
　甲ならびに乙にやむを得ない事情が生じた場合、双方が合意すれば上記の契約を破棄するこ
とができる。

○○年○○月○○日 （甲）○○県○○郡○○町…
　　　　　 ○○○○

（乙）○○県○○市…
　　　　　 ○○○○

印
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４ よくある質問
１

２

３

４

　　　 親せきの子供は事業の対象になりますか？

三親等以内の方は対象になりませんが、三親等以内であっ
ても、継承希望者が遠隔地に住んでいて、普段の交流がほ

とんどないといった場合などは、ケースバイケースで判断します。

　　　 旧農業者年金の経営移譲年金を受給しています
が、後継者が経営を続けられなくなりました。農
業経営継承事業に参加したいのですが、経営移譲
年金は支給停止になるのでしょうか？

後継者からいったん農地等の返還を受け、１年以内に年
金制度における「第三者の適格要件」※に該当する者へ移

譲すれば、経営移譲年金の支給は継続されます。「第三者の適格
要件」を満たし、かつ農業経営継承事業の継承者として対象にな
る者は、就農（研修期間も含む）して３年以上経過した人です。
この研修期間には、農業高校や農業大学校、大学農学部、研修
所などの在籍期間も含みます。
※第三者移譲の場合の第三者の適格要件（新規参入者該当部分抜粋）
　農地等を取得する日において、農業従事期間が通算３年以上または引き続き

１年以上であること

　　　 経営継承者の要件に「農業経営を行っていないこ
と」とあります。私は現在農業法人に勤めていま
すが、対象になりますか？

「農業経営を行っていないこと」とは、自らの経営として農
業を行っていない者および農業法人役員でない者のことで

す。農業法人等の従業員や研修生は対象となります。農家の子弟
であっても、第三者の経営を継承するのであれば対象になります。

　　　 農業法人の従業員は、その法人の経営継承者にな
れますか？

継承希望者の要件に「本事業と関わる以前に、移譲希望
者の正社員または役員でないこと」とあるので、パート

やアルバイトの場合は対象となります。

　　　 移譲希望者および継承希望者が、本事業を通じて
出会ったのではなく、以前から面識があった場合
は、対象となりますか？

対象となります。ただし、すでに移譲希望農家（農業法人）
の正社員や役員であった場合には、対象となりません。

　　　 農の雇用事業の対象者が継続して農業経営継承事
業の対象となることは可能でしょうか？

経営体（移譲希望者）、従業員（継承希望者）が同じペアの
場合は、対象となりません。ただし、以下のケースは対

象となります。①農の雇用事業の助成を受けている経営体（移譲
希望者）が該当経営体で助成を受けている従業員以外の者に移譲
する場合（他経営体で農の雇用事業対象者であった場合を含む）。
②農の雇用事業の助成対象であった従業員が、別の経営体で継
承する場合。

　　　 経営継承研修の終了後に継承者が青年就農給付金
（経営開始型）の対象となることはできますか？

対象となります。ただし、農業経営継承事業の研修期間と重
複して同給付金（準備型）の給付を受けることはできません。

　　　 私の町では、新規就農者に対する研修費や機械・
施設の導入に対する助成制度があります。農業経
営継承事業と併せてこれらの制度を活用すること
はできますか？

国の青年等就農資金や都道府県・市町村が独自に取り組
んでいる支援措置は活用できますので、積極的に利用し

ましょう。ただし都道府県・市町村の支援措置で制限を設けて
いる場合があるのでご注意ください。

　　　 経営内容が、継承希望者が専業経営として生計
を立てられる規模であること（目安年間農業所得
300 万円程度）とありますが、農業所得は年に
よって変動があり、昨年度は 300 万円以下でし
たが対象となりますか。

「農業所得 300 万円程度」は、あくまでも目安であるため、
経営の見通しが立ち、継承希望者が同意すれば対象となり

ます。移譲希望者の登録受付に関しては、販売額・経営環境等も
含めて個別に判断します。

　　　 事前体験者は受け入れ先で宿泊するとなっていま
すが、家族が多いため家に泊めることができませ
ん。体験者に通ってもらうことはできますか？

通勤は可能です。事前体験者が遠隔地から来ることが想
定されることと、お互いの人柄をよりよく知ったり、農

業経営に対する考え方などを話し合う時間を多く作ってもらお
うとの考えから受け入れ先で宿泊することを基本としています
が、自宅から農場に通える場合には通うことも可能です。

　　　 「資産や負債の状況を含めた経営状況を積極的に
開示すること」とありますが、具体的にどのよう
に行えばよいでしょうか。

事前体験や研修初期の段階では、販売額・資産の金額等
を口頭でもよいので伝えてください。研修を行い、ある

程度の信頼関係を築いた後は、継承後の経営計画の検討のため
にも確定申告書等を開示してください。なお、経営および資産
状況が明確に分かる青色申告が望ましいです。

経営移譲希望者に関する事項

経営継承希望者に関する事項

共通事項

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q8

Q9

Q6

Q7

Q12

Q11

Q16

Q17

Q19

Q15

Q13

Q14 Q18

A

A

A

A

A

A

A

A

A A

A

A

A

A

A
A

A
A

　　　 技術・経営継承実践研修の終了時までに経営継承
合意書を締結するとありますが、研修の終了と同
時に継承することになるのでしょうか？

実際の移譲・継承は研修終了後に始まります。移譲者が
高齢といった理由から研修終了後すぐに継承する場合も

考えられますが、経営技術をすべて習得することが難しい場合
は、そこからさらに 5 年程度以内をめどに研修や雇用、共同経
営などの形で準備を進めていくこともできます。

　　　 経営継承合意書を締結すると、その後に状況が変
わっても、必ず移譲（あるいは継承）しなければ
ならないのですか？

経営継承合意書は移譲者・継承者双方が署名・押印する
契約書ですが、どちらか一方にやむを得ない事情が生じ

た場合、双方が合意すれば解約することができます。

　　　 コーディネートチームはどんな活動をするのです
か？

優れた農業経営は地域にとっても大切な“財産”であるた
め、第三者間の移譲・継承がスムーズにいくよう、農業

委員会や行政、JA、普及指導センターなどの関係機関が見守り、
継承者を地域の担い手として受け入れるために支援します。具
体的には、技術・経営継承実践研修の期間中、会合を開いて移譲・
継承についての双方の意思や考え方を確認することで研修をサ
ポートし、経営継承合意書の作成に協力します。研修終了後も、
移譲・継承の具体的な手続きや経営の安定・発展を支援します。

　　　 コーディネート活動では専門家の招請もできると
ありますが、どんな専門家を呼ぶことができるの
ですか？

例えば、有形資産（農地や機械・施設、樹木、家畜等）を
移譲・継承する場合の税理士や、不動産の価格を査定す

るための不動産鑑定士などが考えられます。
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　　　 事前体験は原則 1 ～ 2 週間となっていますが、
現在会社勤めをしているため、まとめて休みを取
ることはできません。週末を利用することは可能
ですか？

可能です。体験期間を一度に取れない場合、週末などを
数回利用して事前体験することもできます。

　　　 研修期間中は給料はいただけるのでしょうか？

研修期間中は、雇用契約を結ぶことを基本としておりま
すので、雇用契約を結んだ場合は最低賃金以上の賃金が

保証されます。

　　　 ホームページにある経営移譲希望者の情報で、移譲
方法の中に「譲渡」とありますが、ある程度の資金
がないとこの事業には参加できないのでしょうか？

移譲の方法は、①農地や機械・施設を有償で譲渡する、
②農地は貸し付け、機械・施設は耐用年数期間はリース

で貸す、③法人化して共同で出資し、代表権を継承者が持つ、
④農地や機械・施設を無償で貸し付け、移譲者が元気なうちは
一緒に働く―など様々な方法が考えられます。できるだけ継承
者の負担を軽くするのがこの事業の目的でもありますが、「譲渡」
は買い取ってほしいという希望なので、価格は専門家を入れて
妥当な価格をアドバイスします。なお、新規就農するにあたっ
ては、資金面での支援制度も設けられております（P7 参照）。

Q10
A
　　　 研修中にけがをした場合、どうなりますか？

事前体験の期間中は、傷害保険に加入していただきます。
手続き・費用は全国農業会議所が負担します。技術・経

営継承実践研修の期間中は、雇
用契約の締結により労災保険で
補償されます。



都道府県 電話番号 都道府県 電話番号
（公財）北海道農業公社（北海道農業担い手育成センター） 0570-044-055 滋賀県農業会議 077-523-2439

青森県農業会議 017-774-8580 京都府農業会議 075-441-3660

岩手県農業会議 019-622-5825 大阪府農業会議 06-6941-2701

宮城県農業会議 022-275-9164 兵庫県農業会議 078-391-1221

秋田県農業会議 018-860-3540 奈良県農業会議 0742-22-1101

山形県農業会議 023-622-8716 和歌山県農業会議 073-428-4165

福島県農業会議 024-524-1201 鳥取県農業会議 0857-26-8371

茨城県農業会議 029-301-1236 島根県農業会議 0852-22-4471

栃木県農業会議 028-648-7270 岡山県農業会議 086-234-1093

群馬県農業会議 027-280-6171 広島県農業会議 082-545-4146

埼玉県農業会議 048-829-3481 山口県農業会議 083-923-2102

千葉県農業会議 043-222-1703 徳島県農業会議 088-678-5611

東京都農業会議 042-525-0780 香川県農業会議 087-812-0810

神奈川県農業会議 045-201-0895 愛媛県農業会議 089-943-2800

山梨県農業会議 055-228-6811 高知県農業会議 088-824-8555

（一社）岐阜県農畜産公社 058-276-4601 福岡県農業会議 092-711-5070

静岡県農業会議 054-255-7934 佐賀県農業会議 0952-23-7057

愛知県農業会議 052-962-2841 長崎県農業会議 095-822-9647

三重県農業会議 059-213-2022 熊本県農業会議 096-384-3333

新潟県農業会議 025-223-2186 大分県農業会議 097-532-4385

富山県農業会議 076-441-8961 宮崎県農業会議 0985-73-9211

石川県農業会議 076-240-0540 （公社）鹿児島県農業・農村振興協会 099-213-7223

福井県農業会議 0776-21-8234 沖縄県農業会議 098-889-6027

長野県農業会議 026-234-6871

全国農業会議所・全国新規就農相談センター
〒 102-0084　東京都千代田区二番町 9-8 中央労働基準協会ビル 2F

TEL：03-6910-1126　　FAX：03-3261-5131

URL：http://www.nca.or.jp/Be-farmer/farmon/

（2014 年 9 月改編）

お問い合わせ先

農業経営継承事業 Click!または▶


